
商流システム開発業務仕様書 

 
１　業務名称 
　　商流システム開発業務 
 
２　契約期間 
　　令和８年９月中旬から令和９年３月２６日を予定 
 
３　業務範囲  
　本業務の対象範囲は隠岐の島町　地内とする。 
 
４　業務目的  
　隠岐の島町では、西郷港周辺地区の活力低下を受け、居住・商業・ビジネス機能を再編し安全

で安心な生活空間を形成する「西郷港周辺まちづくり計画」を推進している。 

西郷港周辺まちづくりにおいては、令和 9 年度に開館予定の「海の見える交流館」を核として

にぎわいを創出するため、商業・交流等の都市機能の形成が不可欠であり、空間整備と機能形成

を一体的に進める必要がある。 

本業務は、「海の見える交流館」を核として周辺エリアの商業活性化を図るため、にぎわい創出

に不可欠となる商流の再構築を通じて、地域産業の高付加価値化および地域内経済循環の促進を

実現し、離島という立地条件による不利を克服するとともに、地域内外において持続可能な商流

を創出する仕組みを整備することを目的とする。 

また、地域内経済循環の強化、地域外販路の開拓、「海の見える交流館」と周辺事業者との連動、

担い手育成および地域参加の促進を達成することを重視する。 

 
５　業務内容  
業務内容は、次のとおりとする。  

（１）商流構築に向けた調査・分析 
　　１）販売先調査 
　　　　島内外の小売・飲食・宿泊・ＥＣ事業者等を対象に、以下の観点から取り扱い可能性を

詳細に調査する。これらの調査結果を基に、需要規模・優先度・実現可能性を定量的に

整理し、商流モデル設計の基礎データとする。 
　　　　ア．取扱品目の適合性 
　　　　　事業者が扱える商品カテゴリー（鮮魚、加工品、農産物、惣菜等）との適合性を確認

する。 
　　　　イ．必要数量、季節変動の把握 
　　　　　年間需要量、繁忙期・閑散期の変動、安定供給に必要な数量を把握する。 
　　　　ウ．価格帯・品質要件の適合性 
　　　　　希望仕入価格、鮮度基準、加工度、規格、包装形態、賞味期限等の条件を整理し、島

内生産者の供給条件との整合性を評価する。 
　　　　 



 
エ．物流条件の適合性 

　　　　　納品頻度、リードタイム、冷蔵・冷凍の必要性、返品対応等を確認し、離島物流に対

し対応可能か判断する。 
　　　　オ．EC 事業者の離島対応可能性 
　　　　　送料設定、配送日数、在庫管理方法、決済手数料等を調査し、EC 販路の実現可能性

を評価する。 
 
　　２）地域内事業者との連携可能性調査 
　　　　加工事業者、物流事業者、既存商店、宿泊施設等を対象に、以下の観点から協働可能性

を整理する。 
　　　　ア．加工事業者の加工能力 
　　　　　設備（冷凍・乾燥・燻製・パック等）、人員体制、衛生管理体制、加工可能な品目を

調査する。 
　　　　イ．物流事業者の配送・保管能力 
　　　　　島内配送網、冷蔵・冷凍設備、保管能力、集荷体制を確認する。 
　　　　ウ．既存商店、宿泊施設の販売・提供可能性 
　　　　　販売スペース、メニュー化の可能性、観光客向け提供の余地を整理する。 
　　　　エ．交流館との連動可能性  
　　　　　セントラルキッチンの共同利用、物販スペースでの販売、PR イベントの共同開催な

ど、拠点施設との連動性を評価する。 
　　　　オ．事業者間連携モデルの構築 
　　　　　農家＋加工業者＋宿泊施設など、複数事業者による協働モデルを提示し、実現可能性

と必要条件を整理する。 
 
　　３）地域外販路の可能性調査 
　　　　県内・山陰地方・都市圏を対象に、以下の観点から販路拡大の可能性を分析し、優先す

べきターゲットを抽出する。これらの分析に基づき、収益性・実現可能性の高いターゲ

ット市場を優先順位付けする。 
　　　　ア．市場規模・需要特性の分析 
　　　　　地域ごとの需要量、消費傾向、観光客需要等を把握する。 
　　　　イ．競合状況・価格帯の分析 
　　　　　同種商品の価格帯、競合ブランドの特徴、差別化要素を整理する。 
　　　　ウ．ブランド受容性の評価 
　　　　　「隠岐ブランド」が受け入れられる市場かを分析し、PR 戦略の方向性を示す。 
　　　　エ．物流条件の評価  
　　　　　都市圏への配送日数、冷蔵・冷凍の必要性、輸送コストを踏まえ、実現可能性を判断

する。 
　　　　オ．販売チャネルの選定 
　　　　　卸売、小売、飲食店、EC、ふるさと納税等、最適なチャネルを選定する。 
 



　　４）物流・コスト構造の分析 
　　　　離島特有の物流条件を踏まえ、商品別・販路別に採算性を以下の手順で評価する。 
　　　　ア．商品別の収益構造（利益率）の試算 
　　　　　商品ごとに利益率を算出し、採算性を定量的に評価する。 
　　　　イ．商流モデル別の採算性比較 

複数の商流モデル案（例：島内加工→島内販売、島内加工→都市圏卸売、島内加工→

EC 販売）について、利益率・物流コスト・販売量を比較し、最適モデルを選定す

る。 
　　　　ウ．島内加工比率向上による付加価値増加の評価 
　　　　　島内加工により、島外流出していた付加価値が島内に残る効果を数値化し、地域内経

済循環への寄与を評価する。 
　　　　エ．離島物流の制約を踏まえた採算性評価 
　　　　　船便のコスト、冷蔵・冷凍の追加費用、配送日数による鮮度低下リスク等を加味し、

実際に利益が確保できるかを判断する。 
 
（２）商流システム（モデル）の設計 
　　１）商流モデルの構築 
　　　　地消地産・地産地消・高付加価値化を踏まえた、島内販売モデル、都市圏販売モデル、

EC モデルなどの商流モデルを複数案提示し、比較検討を行う。モデルごとに必要な条

件（加工能力・物流条件・価格帯・販売量・採算性・担い手育成との連動性など）を整

理する。 
　　２）拠点施設との連動設計 
　　　　令和 9 年度に開館する「海の見える交流館」を商流のハブとして活用するため、交流館

の機能（セントラルキッチン【加工】、物販スペース【販売】、PR・イベントスペース

【情報発信】）との連動方法を具体化する。　　 
３）デジタル技術の活用方針 

　　　　商流モデルにデジタル要素を組み込むため、O2O（オンライン→オフライン誘導）、EC
活用（離島物流を踏まえた現実的な仕組み）、デジタル商店街化、生産・流通・販売デ

ータの連携方法について、その活用可能性を整理し、導入方針を示す。 
　　４）担い手育成との連動設計 
　　　　高校生・学生・移住希望者が関わる仕組み（実習、インターン、商品開発・PR への参

加等）を商流モデルに組み込む。 
 
（３）連携先リストの作成 
　　１）地域内事業者リスト 
　　　　加工事業者、農家、水産業者、商店、宿泊施設、物流事業者等を整理し、連携可能性

（高・中・低）を評価する。 
　　２）地域外事業者リスト 
　　　　都市圏の小売・飲食・宿泊・EC 事業者等を対象に、優先度・連携方法・必要条件を整

理する。 
　　３）行政・教育機関・福祉施設等の関係者リスト 



　　　　農福連携の可能性がある福祉施設、教育機関（高校）連携、地域コミュニティとの協働

可能性を整理する。 
 
（４）商流シミュレーション 
　　１）商流シミュレーション 
　　　　商品別・販路別・数量別に、収益構造、物流コスト、加工負荷等を試算し、最適な商流

モデルを提示する。 
　　２）高付加価値化の効果分析 
　　　　未利用資源の活用、製品の加工度アップによる単価の向上、ブランド化による収益改善

効果を分析する。 
　　３）地域内経済循環への寄与評価 
　　　　地域内消費・地域内加工・地域内販売の増加による経済効果を試算する。 
　 
６　業務管理 
（１）業務全体の進め方、スケジュール等を示した実施計画を提出すること。 
（２）業務の重要な事項については適宜発注者と協議し、確認を得ながら進めること。 
（３）業務を適正かつ円滑に実施するため、受託者と発注者は打合せを行い、業務方針の確認、

条件等の疑義をただすものとし、その内容については受託者がその都度記録する。その際

必要に応じて資料等を作成すること。様式は DocuWorks を使用し電子納品とする。記述

内容を相互確認した上で電子印を押印し、議事録として提出及び双方保管すること。 
 
７　報告書の作成 

本業務で調査した結果などについて下記のとおり報告書をまとめる。業務報告書は電子デ

ータ正副各１部を納品する。電子データはＰＤＦとデータ原稿を納品する。 
１）商流システム開発報告書（必須） 
　　調査結果、分析内容、商流モデル、連携先リスト、シミュレーション結果を体系的に

整理した報告書。 
 
２）商流構築ロードマップ（必須） 
　　次年度以降、拠点運営事業者が実施するブランディング・ＰＲ・販路開拓の工程を示

す。 
３）デジタル活用方針書（任意） 
　　O2O、EC、データ連携等の導入可能性を整理した技術方針書。 
 

８　留意事項  
（１）受託者は、本業務を遂行するにあたり、関連の法令及び本仕様書を遵守するとおもに、町　　　 
　　　の意図及び目的を十分に理解した上で、適正な人員を配置し、正確に業務を行わなければ

ならない。 
（２）本町と連絡調整を十分に行い、円滑に業務を実施することとする。 
（３）受託者は、本町がサービスを利用して締結した契約書等（受託者と本町との間の契約を除 



く。）に含まれる情報を機密として扱い、契約目的以外の利用や第三者への提供を行って

はならない。 
（４）本業務の遂行上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。契約期間の終了又は解除後も同 

様とし、本町の許可なく第三者に閲覧、複写、貸与又は譲渡してはならない。従事する者

が離脱した場合も同様に遵守させること。 
（５）受託者は、本業務の全部若しくは大部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせるこ

とができない。ただし、町が認めた場合は、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わ

せることできる。 
（６）この仕様書については、基本仕様書とし、追加すべき事項等が生じた場合は本町と受託者

と協議し追加できるものとする。


